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職員の倫理保持のためのガイドライン 
 
 
第１ 目 的 

このガイドラインは，本学の社会的使命及び業務の公共性から，職員が職務を

執行する上で，社会の疑惑や不信を招くような行為の防止を図るため，自らの行

動を自らの判断で適切に律することができるよう職員の職務に係る倫理保持の

ための判断基準等を定めることを目的とする。 
 
第２ 法令遵守 
    職員は，法令及び本学規則等を遵守するとともに，国立大学法人で勤務する者

として，高い倫理観に基づき行動し，常に社会からの信頼確保に努めなければな

らない。特に交通法規を遵守することは，交通安全の基本であり，万一事故を起

こした場合には，人命に関わることとなることを強く意識しなければならない。

中でも，飲酒運転及び制限速度を著しく超過した運転は，重大事故につながるも

のであり，絶対にしてはならない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３ 職員倫理規則に基づく倫理行動規準 
    職員は，職員倫理規則第２条に定める倫理行動規準に従い行動しなければなら

ず，特に，利害関係者との間においては，社会から誤解を招くような行動は厳に

慎み，健全かつ透明な関係を維持しなければならない。 
 
 
 
 
 
 

飲酒運転の根絶 
① 飲酒して絶対に車両等を運転してはならない。また，同乗者は飲酒した
者に運転をさせてはならない。 

② 飲酒運転の禁止に違反して運転するおそれがある者に酒類を提供し，ま
たは飲酒をすすめてはならない。 

③ 万一，飲酒運転を行った場合，自ら飲酒運転をした職員はもとより，飲
酒運転であることを知りながらその車両に同乗していた職員，飲酒をす

すめた又は飲酒運転を止めなかった職員も処分の対象となる。 
  

倫理監督者 
職員は，自らが行う行為の相手方が利害関係者に該当するかどうか又は利害

関係者との間で行う行為が禁止行為に該当するかどうかを判断することがで

きない場合は，職員倫理規則第７条に定める倫理監督者（副学長，事務局長）

に相談すること。 
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第４ 研究者の行動規範 
研究者に求められる行動規範については，「本学における研究者の行動規範」

で定められているが，特に，研究の実施，研究費の使用等にあたっては，法令や

関係規則を遵守し，研究計画の申請，実施，成果発表等，研究活動すべてにおい

て，研究・調査データの記録保存や厳正な取扱いを徹底し，「本学における研究

活動に係る不正行為の防止等に関する規則」で規定する研究活動上の不正行為及

び研究費の不正使用等，社会規範から逸脱するような不正行為をしてはならない。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
   ■ （参考）科学研究費補助金の不正受給・使用 

不正な受給や使用を行った場合には，その内容に応じ，「補助金の

返還」，「一定期間の応募資格の停止」，「刑事罰」などが科される。 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

「捏 造」・・・データ，研究結果等を偽造して，これを記録し，又は報告若

しくは論文等に利用すること。 
「改ざん」・・・研究資料・機器・過程を変更する操作を行い，これにより変 

更・変造したデータ，結果等を用いて研究の報告，論文等を作

成し，又は発表すること。 
「盗 用」・・・他人のアイディア，研究過程，研究結果，論文又は用語を当 

該他人の了解を得ず，又は適切な表示をせずに使用すること。

「研究費の不正使用」・・・法令，研究費を配分した機関が定める規程等及び

本学規則等に違反する経費の使用をいう。 
（研究活動に係る不正行為の防止等に関する規則第２条より抜粋） 

「不正受給」・・・応募・受給資格のない者が不正に補助金を受給すること 
「不正使用」・・・カラ出張，カラ謝金，架空取引など 

○ 不正又は虚偽により科学研究費補助金を受給した場合 
・ 補助金の返還 ：該当する補助金に加算金が科される場合がある。 
・ 応募資格の停止：受給した本人，それに共謀した本人・・・５年 
○ 受給した科学研究費補助金を不正に使用した場合 
・ 補助金の返還 ：該当する補助金に加算金が科される場合がある。 
・ 応募資格の停止：不正使用した本人，それに共謀した本人・・・2～5年

           上記本人以外の共同研究者・・・１年 
○ 文部科学省における科学研究費補助金以外の競争的研究資金を不正に使用

した場合 
・ 応募資格の停止：不正使用した本人・・・当該競争的研究資金の交付停

                     止期間と同じ期間 
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第５ 良識ある行動 
     社会の良識からかけ離れたところに不祥事は発生しやすいので，職員は，公私

を問わず，次に掲げることを常に意識し，社会良識に基づいて行動するよう努め

なければならない。 
 
 
 
 
 
 

 
 
第６ 違反に対する処分等 
     職員の違反行為等については，その違反行為の内容等に応じ，懲戒処分等に付

されることとなる。 

 

① 法律に違反していないだろうか。 
② 本学の規則に違反していないだろうか。 
③ 社会良識や倫理に反していないだろうか。 
④ 事実を隠していないだろうか。  
⑤ 適時適切に社会の要請に応えているだろうか。 


